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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第２四半期連結
累計期間

第48期
第２四半期連結

累計期間
第47期

会計期間

自平成28年
 １月１日
至平成28年
 ６月30日

自平成29年
 １月１日
至平成29年
 ６月30日

自平成28年
 １月１日
至平成28年
 12月31日

売上高 （千円） 16,506,185 12,134,073 34,954,281

経常利益 （千円） 307,120 118,003 1,110,873

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 165,053 57,995 709,913

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △37,861 149,055 583,400

純資産額 （千円） 6,042,550 6,054,617 6,223,218

総資産額 （千円） 18,912,734 20,598,302 21,221,694

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 21.02 7.64 90.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 20.11 7.17 86.32

自己資本比率 （％） 31.8 29.2 29.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 417,361 △1,441,161 1,133,256

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △477,978 △399,317 △1,086,563

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 36,774 987,957 768,324

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 3,512,877 3,486,890 4,346,392

 

回次
第47期

第２四半期連結
会計期間

第48期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.27 9.12

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社は協和電設株式会社を子会社化いたしました。協和電設株式会社は昭和

46年５月の設立から約46年の長きにわたり関西地区を中心に消防施設工事・メンテナンス業務に従事してまいりまし

た。鉄道グループの商業施設からも安定的に受注実績を上げている等、防災設備工事における技術力やノウハウに定

評がございます。

加えて、当社は静岡県下で昭和61年より木工を中心とした内装仕上げ工事、建具工事の設計施工・請負を主たる事

業として実績を上げてきた静清装備株式会社の全事業を譲り受けるため、新たな子会社として静清装備株式会社を設

立いたしました。当社グループの木工を中心とした建具工事、家具・什器の製造分野の強化と、静岡地区における営

業基盤の拡充を目的としております。

この結果、平成29年６月30日現在、当社グループは当社、連結子会社15社、及び関連会社１社の合計17社により構

成されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国・中国等の海外経済の好転で輸出関連・製造業は概ね

好調で、３月後半から調整に転じていた株式市場は４月後半から回復しましたが、地政学リスクや政治不信の影

響などから内需部門は伸び悩みが続き、全体としては勢いはないものの底堅く推移しておりました。

　しかしながら、長期サイクル（コンドラチェフ・サイクル 約50～60年）で見ますと、2010年代の日本経済・

株式市場は1950年代当時に似た局面にあり、2010年代後半からは1950年代後半以降のように新たな成長局面に入

る方向にあると見込んでおります。また、国際商品市況は約30年サイクルが見られ、最初の10年が大幅低下局

面、次の10年が横這い局面、最後の10年が大幅上昇局面で構成されており、2010年代後半は、1950年代後半、

1980年代後半当時に似た大幅低下局面から横這い局面への移行期にあります。原油（ガソリン）や原材料、食品

等の価格が低位安定することで個人消費の下支えになると同時に、企業収益の拡大要因にもなって、設備投資の

増加や賃金の上昇につながると考えられます。

　ラックランドグループを取りまく経済環境は街角景気判断DI（内閣府）、第３次産業活動指数（経済産業

省）、及びマネタリー・ベース平均残高（日本銀行）の動向で概ね判断できると考えております。街角景気判断

DIは2017年に入って低下に転じていましたが、３月を底に持ち直しております。第３次産業活動指数は小幅な伸

び（前年比）にとどまっていましたが、４月以降は伸びが高まってきております。また、マネタリー・ベース平

均残高は大幅増加基調に変わりはありませんが、サプライズ効果は薄れており、伸び（前年比）も鈍化傾向にあ

ります。このように、当第２四半期の当社グループを取りまく経済環境は短期の調整局面から回復の兆しが見ら

れました。

　当社グループは、課題としております「開拓してきた幅広いマーケットの深堀りと利益基盤の構築」の実現に

向け、従来の主要分野である店舗施設事業での顧客数やメンテナンス店舗数の拡大を目指すことに加え、新たな

る市場で開拓してきた分野につきましても、顧客の信頼を高め、将来的に期待できる柱として成長させるべく、

取り組んでまいりました。上記のような経済環境の下、当第２四半期は企業の設備投資に対する慎重姿勢や計画

案件の着工時期の先送りによる引き渡し時期の延期等の影響があったものの、今年度下半期は当第２四半期の遅

れを取り戻し、更なる巻き返しを図ってまいります。

その結果、当第２四半期連結累計期間は、売上高121億３千４百万円（前年同四半期比26.5％減）、営業利益

７千７百万円（前年同四半期比76.8％減）、経常利益１億１千８百万円（前年同四半期比61.6％減）、親会社株

主に帰属する四半期純利益５千７百万円（前年同四半期比64.9％減）となりました。

　関連部門別の業績は次のとおりであります。

 

　《スーパーマーケット関連部門》

　スーパーマーケット関連部門の主要顧客である中堅の小売店（中堅チェーン企業や複数店舗を有する企業)の

経営環境は底堅く推移しておりました。スーパーマーケット販売統計調査（新日本スーパーマーケット協会）を

見ますと、2016年から食品部門の伸び（前年比）は鈍化傾向にあるものの、平均では約３％の伸び（前年比）と

なっております。近年、企業間格差が広がったことで、M&Aによる業界再編が急速に進んでおり、店舗再編（新

規出店・改装等）の動きも活性化しております。新規店舗の建築や既存施設の改修に伴い、安全性・省力化に優

れた厨房機器の提案や省エネ提案等も合わせて行うなど積極的な営業が功を奏しております。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は56億４千７百万円（前年同四半期比2.2％増）となりまし

た。
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　《フードシステム関連部門》

　フードシステム関連部門の中心顧客である飲食店の動向を、外食産業市場動向調査（日本フードサービス協

会）を参考にして見ますと、2016年以降、店舗の売上は堅調が続いているものの、店舗数は減少しておりました

（前年比）。この流れを受け、当第２四半期連結累計期間のフードシステム関連部門の売上高は一部案件で着工

の先送りによる竣工の延期の影響もあって伸び悩みましたが、足元の店舗数は回復傾向にあり、今年度下半期の

飲食店の出店や改装計画は上向くと見込んでおります。ホテル、食品加工センター、物流倉庫など、飲食店以外

の様々な商業施設につきましても、引き続き営業活動を拡げてまいります。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は55億２千３百万円（前年同四半期比46.5％減）となりまし

た。

 

《保守メンテナンス部門》

　保守メンテナンス部門につきましては、旧来からの店舗設備の機器メンテナンスを充実させるとともに、M&A

によりメンテナンス対応可能なグループ会社を増やし、保守点検網の拡充を進めた効果が現れてきております。

加えて、ビルメンテナンス分野も当該部門に寄与いたしました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は９億６千２百万円（前年同四半期比47.1％増）となりまし

た。

 

　（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ８億５千９百万円減少し、34億８千６百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は14億４千１百万円（前第２四半期連結累計期間は４億１千７百万円の増加）とな

りました。これは、税金等調整前四半期純利益による増加及び売掛金の回収による売上債権の減少があったもの

の、第３四半期連結累計期間以降に引渡しを予定している受注案件に係るたな卸資産の増加、仕入債務の減少、

未払消費税等の減少及び法人税の支払いが主な要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は３億９千９百万円（前第２四半期連結累計期間は４億７千７百万円の減少）とな

りました。これは、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得及び本社における事務所拡張・新設による内装工

事及びエアコンレンタルの新規契約数増加によるレンタル用エアコンの購入による有形固定資産の取得が主な要

因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は９億８千７百万円（前第２四半期連結累計期間は３千６百万円の増加）となりま

した。これは、長期借入金の返済、自己株式の取得及び配当金の支払いがあったものの、短期借入金の増加が主

な要因であります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

金額が僅少のため、記載を省略しております。なお、当社グループにおいて、研究開発活動は連結子会社であ

るマッハ機器株式会社のみが行っております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　 普通株式 7,864,000 7,864,000
   東京証券取引所

   市場第一部

単元株式数

100株

計 7,864,000 7,864,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 7,864,000 － 1,524,493 － 1,716,060
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（６）【大株主の状況】

  平成29年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社エイ・クリエイツ 神奈川県横浜市都筑区中川1-2 1,517 19.30

 福島工業株式会社 大阪府大阪市西淀川区御幣島3-16-11 670 8.52

 ラックランド社員持株会 東京都新宿区西新宿3-18-20 411 5.23

 株式会社Olympicグループ 東京都立川市曙町1-25-12 274 3.48

 三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内2-7-3 220 2.80

 株式会社ニュー・クイック 神奈川県藤沢市辻堂2-7-1 163 2.08

 菱電商事株式会社 東京都豊島区東池袋3-15-15 154 1.96

 株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 152 1.94

 株式会社共立メンテナンス 東京都千代田区外神田2-18-8 121 1.55

 日成ビルド工業株式会社 石川県金沢市金石北3-16-10 95 1.22

計 － 3,781 48.09

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　293,900
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　7,569,100 75,691 －

単元未満株式 普通株式　　　1,000 － －

発行済株式総数 7,864,000 － －

総株主の議決権 － 75,691 －

（注）１　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式が19株含まれております。

　　　２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、3,300株含まれております。

　　　　　また「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数33個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)      

株式会社ラックランド
東京都新宿区西新宿

３-18-20
293,900 － 293,900 3.74

計 ― 293,900 － 293,900 3.74
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、PwC京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,679,296 3,857,230

受取手形及び売掛金 ※１ 7,565,332 ※１ 4,755,991

リース債権 1,737 1,240

商品 82,644 66,292

仕掛品 1,509,364 3,756,170

原材料及び貯蔵品 305,041 359,717

その他 696,962 1,057,598

貸倒引当金 △24,235 △24,165

流動資産合計 14,816,145 13,830,075

固定資産   

有形固定資産   

土地 1,805,627 1,805,627

その他 2,008,685 2,186,106

減価償却累計額 △1,115,510 △1,191,940

その他（純額） 893,174 994,165

有形固定資産合計 2,698,802 2,799,793

無形固定資産   

のれん 529,645 528,530

その他 99,858 110,100

無形固定資産合計 629,504 638,631

投資その他の資産   

投資有価証券 2,336,517 2,521,827

その他 741,122 808,372

貸倒引当金 △397 △397

投資その他の資産合計 3,077,242 3,329,802

固定資産合計 6,405,548 6,768,227

資産合計 21,221,694 20,598,302
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 8,721,817 ※１ 7,633,698

短期借入金 1,800,000 3,200,000

1年内返済予定の長期借入金 189,992 189,992

前受金 1,068,499 905,977

未払法人税等 303,950 119,893

賞与引当金 10,927 44,953

その他 1,026,575 584,244

流動負債合計 13,121,762 12,678,759

固定負債   

社債 850,000 850,000

長期借入金 611,676 516,680

役員退職慰労引当金 - 24,000

退職給付に係る負債 1,766 4,156

その他 413,271 470,089

固定負債合計 1,876,713 1,864,926

負債合計 14,998,476 14,543,685

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,524,493 1,524,493

資本剰余金 2,034,669 2,013,224

利益剰余金 2,142,526 2,085,733

自己株式 △379,690 △559,081

株主資本合計 5,321,999 5,064,370

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 870,360 969,893

為替換算調整勘定 △5,514 △12,235

その他の包括利益累計額合計 864,845 957,658

新株予約権 34,619 32,588

非支配株主持分 1,754 -

純資産合計 6,223,218 6,054,617

負債純資産合計 21,221,694 20,598,302
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 ※１ 16,506,185 ※１ 12,134,073

売上原価 14,896,703 10,592,984

売上総利益 1,609,481 1,541,088

販売費及び一般管理費 ※２ 1,276,086 ※２ 1,463,810

営業利益 333,395 77,278

営業外収益   

受取利息 3,675 3,250

受取配当金 22,970 29,050

有価証券売却益 - 520

仕入割引 10,608 16,315

不動産賃貸料 4,009 4,295

その他 4,091 8,986

営業外収益合計 45,355 62,418

営業外費用   

支払利息 5,409 9,394

社債利息 1,954 1,955

持分法による投資損失 1,832 1,231

不動産賃貸原価 1,846 2,005

為替差損 30,138 2,909

支払補償費 26,733 -

その他 3,715 4,196

営業外費用合計 71,630 21,693

経常利益 307,120 118,003

特別利益   

固定資産売却益 704 220

製品保証引当金戻入額 440 -

新株予約権戻入益 - 428

受取保険金 11,142 -

受取和解金 - 4,000

負ののれん発生益 - 10,928

その他 - 50

特別利益合計 12,286 15,628

特別損失   

固定資産売却損 47 329

固定資産除却損 1,147 0

賃貸借契約解約損 － 3,223

特別損失合計 1,195 3,552

税金等調整前四半期純利益 318,212 130,079

法人税、住民税及び事業税 124,528 72,741

法人税等調整額 31,343 1,096

法人税等合計 155,872 73,837

四半期純利益 162,340 56,241

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,713 △1,754

親会社株主に帰属する四半期純利益 165,053 57,995
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 162,340 56,241

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △197,711 99,533

為替換算調整勘定 △2,490 △6,720

その他の包括利益合計 △200,201 92,813

四半期包括利益 △37,861 149,055

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △35,245 150,809

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,616 △1,754
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 318,212 130,079

減価償却費 70,433 98,529

のれん償却額 15,043 16,248

負ののれん発生益 － △10,928

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,231 33,758

貸倒引当金の増減額（△は減少） △786 △69

受注損失引当金の増減額（△は減少） △26,314 －

受取利息及び受取配当金 △26,646 △32,300

有価証券売却損益（△は益） － △520

支払利息 5,409 9,394

社債利息 1,954 1,955

売上債権の増減額（△は増加） 790,366 2,827,417

リース債権の増減額（△は増加） 417 497

たな卸資産の増減額（△は増加） 97,245 △2,306,351

仕入債務の増減額（△は減少） △404,752 △1,093,760

前受金の増減額（△は減少） △440,292 △167,722

未払消費税等の増減額（△は減少） 105,891 △557,817

その他 69,290 △146,965

小計 576,704 △1,198,556

利息及び配当金の受取額 25,692 32,242

利息の支払額 △7,572 △11,994

法人税等の支払額 △168,604 △291,299

法人税等の還付額 － 28,447

その他 △8,857 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 417,361 △1,441,161

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △251,320 △280,785

定期預金の払戻による収入 262,366 284,063

有形固定資産の取得による支出 △401,996 △149,942

有形固定資産の売却による収入 1,738 957

無形固定資産の取得による支出 △18,941 △21,688

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △54,636 △65,491

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 － 13,820

投資有価証券の払戻による収入 5,000 7,046

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △160,116

事業譲受による支出 － △20,000

貸付けによる支出 △5,981 △22,985

貸付金の回収による収入 17,034 26,463

その他 △31,242 △10,659

投資活動によるキャッシュ・フロー △477,978 △399,317

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 200,000 1,400,000

長期借入金の返済による支出 △70,000 △94,996

自己株式の売却による収入 － 1,047

自己株式の取得による支出 － △286,345

配当金の支払額 △117,015 △114,607

新株予約権の発行による収入 23,790 －

ストックオプションの行使による収入 － 82,859

財務活動によるキャッシュ・フロー 36,774 987,957

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,004 △6,981

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △24,846 △859,502

現金及び現金同等物の期首残高 3,537,724 4,346,392

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,512,877 ※ 3,486,890
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第１四半期連結会計期間より、協和電設株式会社の株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

当第２四半期連結会計期間より、静清装備株式会社を新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日。以下

「回収可能性適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する

会計処理の方法の一部を見直しております。

　回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用

した場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との

差額を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金及びその他の包括利益累計額に加算しております。

この変更による影響額は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　連結会計年度末日の満期手形の会計処理については、前連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。前連結会計年度末日の満期手形の金額は次のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

受取手形 87,860千円 －千円

支払手形 15,960 －

 

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

当座貸越極度額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 － －

差引額 100,000 100,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　前第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

　当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に、主力部門である

スーパーマーケット関連部門及びフードシステム関連部門における物件の受注及び完成引渡が集中するこ

とから、四半期連結会計期間の売上高には季節的変動があります。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日

　　至 平成28年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日

　　至 平成29年６月30日）

役員報酬 114,632千円 128,963千円

従業員給料及び手当 404,653 499,511

法定福利費 78,657 89,896

賞与引当金繰入額 10,828 10,259

貸倒引当金繰入額 △674 △69
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

現金及び預金勘定 3,764,697千円 3,857,230千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △251,820 △370,340

現金及び現金同等物 3,512,877 3,486,890

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日）

１． 配当金支払額

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月30日

定時株主総会
普通株式 117,796 15.00  平成27年12月31日  平成28年３月31日 利益剰余金

 
 

２． 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月12日

取締役会
普通株式 78,531 10.00  平成28年６月30日  平成28年９月１日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

１． 配当金支払額

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月30日

定時株主総会
普通株式 114,796 15.00  平成28年12月31日  平成29年３月31日 利益剰余金

 
 

２． 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月14日

取締役会
普通株式 75,700 10.00  平成29年６月30日  平成29年９月１日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年６月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

当社及び当社の連結子会社は一貫した店舗施設制作を事業内容としており、事業区分が単一セグメントであ

るため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

事業の譲受

（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

事業譲受の相手先の名称　　　　静清装備株式会社

事業の内容　　　　　　　　　　内装仕上げ工事の設計施工及び請負

　　　　　　　　　　　　　　　建具工事の設計施工及び請負

　　　　　　　　　　　　　　　家具・什器の製造及び販売

　　　　　　　　　　　　　　　建築工事の請負

②企業結合を行った主な理由

被取得企業である静清装備株式会社（以下、旧静清装備株式会社）は、昭和61年７月に設立され、静岡県を基

盤として木工を中心とした内装仕上げ工事、建具工事の設計施工及び請負を主たる事業とし、多数の飲食店及び

一般住宅等の内装、什器設備の施工実績を積み上げてきた会社でございます。

当社は、昭和45年に「日本の食文化の向上に貢献する」という目的を掲げ、業務用冷蔵庫の販売及びメンテナ

ンスからスタートいたしました。厨房機器周りも含めた店舗の企画・デザイン・設計・施工・メンテナンス等を

主力事業としてまいりましたが、現在では長年にわたって培った技術力やノウハウを活かし、従来の枠組みを超

えた商空間の総合サービスを提供しております。また、商業ビル、ホテル関係、物流センター、食品工場と建物

にかかる領域へも業容を拡大しております。

そのため、結合後企業である静清装備株式会社（以下、新静清装備株式会社）での事業譲受を通じ、当社グ

ループにおいて木工を中心とした建具工事や家具・什器の製造という分野ならびに静岡地区における営業を強化

することができると判断いたしました。

また、旧静清装備株式会社が長きにわたって築いてきたネットワークや独自の地位を生かしつつ、当社の信用

力・資金力、当社の各取引先とのチャンネルを活用することにより、新静清装備株式会社への事業譲受後の事業

自体も新たな発展を遂げられるものと見込んでおります。

 

③企業結合日

平成29年6月1日

④企業結合の法的形式

現金を対価とする事業の譲受

⑤結合後企業の名称

静清装備株式会社（新設会社）

⑥取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社による、現金を対価とした事業の譲受であるため

 

（２）連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成29年６月１日から平成29年６月30日まで

 

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 20,000千円

取得原価  20,000

 

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額

該当事項はありません。

 

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

20,337千円

②発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 21円02銭 ７円64銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
165,053 57,995

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
165,053 57,995

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,853 7,593

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 20円11銭 ７円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千円）） － －

普通株式増加数（千株） 356 497

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

 

 

 

－

 

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書

平成２９年８月１０日

株　式　会　社　ラ　ッ　ク　ラ　ン　ド

取　締　役　会　御　中

ＰｗＣ京都監査法人
 

 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　齋　　藤　　勝　　彦　　印

   

 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　岩　　崎　　亮　　一　　印

   

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラック

ランドの平成２９年１月１日から平成２９年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２９年４

月１日から平成２９年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２９年１月１日から平成２９年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ラックランド及び連結子会社の平成２９年６月３０日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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